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第４次胎内市行政改革大綱実施計画 中間実績報告書について 

 

 

胎内市では、変化し続ける社会情勢と市民ニーズが多様化・複雑化する中で、第２次胎内

市総合計画後期基本計画（計画期間：令和４年度～令和８年度）で目指す、今後の胎内市の

理想とする姿を実現するための行政改革の推進のため、令和４年３月に第４次胎内市行政改

革大綱を策定しました。 

また、同大綱で掲げた３つの重点事項「『市民協働1によるまちづくり』のための改革」「『選

択と集中及び未来への投資を理念とした行財政運営』のための改革」「『総合計画の全ての施

策を着実に実施する組織体制の構築』のための改革」に基づいた行政改革を実現するために、

第４次胎内市行政改革大綱実施計画を策定し、具体的な取組を進めてきました。 

本報告は、同実施計画の推進期間である５年間（令和４年度～令和８年度）のうち、３か

年（令和４年度～令和６年度）の取組状況を中間報告として取りまとめ、報告するものです。 

 

1協働とは、住民、ＮＰＯ、行政、企業等、多様な主体が、自発的・主体的に連携し、お互いの立

場を尊重した対等な関係で、社会的課題の解決のため共に責任を持ち、協力して活動することで

す。
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１　計画の実施状況の評価 

 

第４次胎内市行政改革大綱実施計画では、30 の実施項目を設定し、具体的な改革に取

り組んできました。 

令和６年度までの実施計画における取組状況の評価は、計画以上に実施しているものが

２項目、概ね計画どおりに実施しているものが 26 項目、計画に達していないものが２項

目、ほとんど進捗がないものが０項目でした。（実施項目別の状況は次項参照） 

 

重点事項別の評価項目数 

 

 

　評価の判断基準 

 

 

 重点事項 ◎ ○ △ ×

 １『市民協働によるまちづくり』のための改革 
２ ５ ０ ０

 ２『選択と集中及び未来への投資を理念とした 

行財政運営』のための改革
０ 12 １ ０

 ３『総合計画の全ての施策を着実に実施する 

組織体制の構築』のための改革
０ ９ １ ０

 合計 ２ 26 ２ ０

 ◎ 計画以上に実施している

 ○ 概ね計画どおりに実施している

 △ 計画に達していない

 × ほとんど進捗がない
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１『市民協働によるまちづくり』のための改革

区　分 評価

1 行政情報の積極的な発信 ◎

2 広聴機能・行政と市民との意見交換の機会の充実 〇

3 施策形成における市民参画の機会の拡充 〇

4 協働に関する研修会等の開催 〇

5 市民活動団体等の組織化支援 〇

6 自治会・市民活動団体等の活動支援 〇

7 市民と行政との協働事業の創出 ◎

２『選択と集中及び未来への投資を理念とした行財政運営』のための改革

区　分 評価

8 財政状況の周知 〇

9 事業計画に基づく長期的な予算管理 〇

10 行政評価を活用した事業の見直し 〇

11 補助事業の効果検証と見直し 〇

12 市税等の収納率向上 〇

13 納付しやすい環境の整備 〇

14 遊休財産の利活用 〇

15 市税以外の新たな財源の確保と拡充 〇

16 受益者負担や給付金の妥当性検証と適正化 〇

17 合理的で無駄のない予算執行 〇

18 費用対効果の検証 △

(4)民間活力の導入
19 民間活力の導入推進 〇

(5)公営企業等の健全経営
20 公営企業等の経営改善 〇

(2)歳入における財源の
　 確保

(3)歳出における効率的
　 な執行

(1)行政目的をかなえる
　 ための予算編成

実施項目

実施項目

第４次胎内市行政改革大綱実施計画の実施状況の評価（令和６年度）

(2)市民と共に進める
　 まちづくり

(1)積極的な情報発信と
　 市民との情報共有
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３『総合計画の全ての施策を着実に実施する組織体制の構築』のための改革

区　分 評価

21 重要課題の解決に向けたプロジェクトチームの構築 〇

22 職員数の管理と適正な人員配置 〇

23 働きやすい職場づくり 〇

24 行政評価の深化 〇

25 職員研修の実施 〇

26 職員による改善提案の活性化 〇

27 協働志向型職員の育成 〇

28 人事評価制度の活用 〇

29 自治体ＤＸの推進 〇

30 個人情報保護・情報セキュリティ対策の強化 △

実施項目

(1)総合計画の方向性に
　 沿った組織づくり

(3)自治体ＤＸの推進に
　 よる業務の効率化

(2)職員の資質向上に
　 向けた取組
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２　実施計画の取組状況及び今後の取組について 

 

第４次胎内市行政改革大綱実施計画に基づき、行政改革に取り組んできました。令和４年

度から令和６年度までの主な取組内容・成果を踏まえ、残りの計画期間で特に推進していく

取組については次に示すとおりです。（個々の実施項目ごとの詳細は「第４次胎内市行政改革

大綱実施計画進捗管理表」のとおり） 

 

１ 『市民協働によるまちづくり』のための改革 

 

（１）積極的な情報発信と市民との情報共有（実施項目１～２） 

ア　主な取組成果 

① 市の魅力や市政をより身近に感じてもらうため、特定のテーマを掘り下げた特集

記事を掲載し、分かりやすい情報発信に努めました。 

② 公式 LINE や Instagram など各種 SNS2において 30アカウントを運営し、行政情報

の発信に努めました。 

③ 公式アプリとして「防災アプリ」、たいない子育て応援アプリ「母子モ」の運用

を開始しました。 

④ 自治会、中小企業、高校生、大学生など多様な方々とのまちづくり協働座談会を

開催し、まちづくりに関わる様々なテーマについて意見交換を行いました。 

イ　今後の取組 

① 市報の特集記事について更なる充実を図り、市の施策や事業の内容が市民に伝わ

るよう取り組みます。 

② 各 SNS の発信頻度を上げ、よりタイムリーな情報発信に努めます。 

③ 更新頻度が低いアカウントや、投稿が止まっているアカウントについては、必要

性を検証し、改善を図ります。 

2Social Networking Service の略。人と人とのつながりを促進・支援する、コミュニティ型の

ウェブサイトおよびネットサービスのことです。（フェイスブック、インスタグラムなど）
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④ まちづくり協働座談会の開催等を継続し、まちづくりに関し行政と市民が双方向

で意見交換できる機会を設けていきます。 

 

（２）市民と共に進めるまちづくり（実施項目３～７） 

ア　主な取組成果 

① パブリックコメント3について、対象とする計画や手続の流れなどの基本的事項

を要綱として定め、実施予定の計画等を市のホームページで公表しました。 

② 附属機関等の会議の公開や議事録の公表を推進し、公開・公表の割合の向上を図

りました。 

③ 市民や市職員が、地域づくりの多様な手法や協働への理解を深める機会として、

地域づくり発表会や協働研修を開催しました。 

④ 自治会・集落、市民団体、NPO4等が主体的に地域活性化に取り組む事業に対し合

併振興基金活用事業補助金を交付しました。 

⑤ 合併振興基金活用事業補助金に、地域で支え合う活動に対する補助の枠組みとし

て、令和４年度に「コミュニティ支え合い型」を創設しました。 

⑥ 中山間地域の集落において、地域おこし協力隊員を招致し、地域住民とともに、

地域コミュニティの活性化、地域内外の交流促進、地域の魅力発信等の活動に取

り組みました。 

⑦ 健康づくり、介護予防、観光振興、スポーツ振興など様々な分野で、協働による

取組が実施されました。 

イ　今後の取組 

① 附属機関等の委員公募制度や、パブリックコメント、ワークショップ等を通じ

て、市民参画の機会を更に充実していけるよう、各制度の適切な運用を促してい

きます。 

3政策、制度等を決定する際に公衆の意見を聞いて、それを考慮しながら最終決定を行う仕

組みにおける、公募で寄せられた意見と区分して、市民などの公衆の意見のことです。

4Non-Profit Organization の略。非営利組織や民間非営利組織の意味。利益を得て配当す

ることを目的とする組織である企業に対し、福祉、教育・文化、まちづくり、環境、国際協

力などの様々な分野で社会貢献を行うことを目的とする団体を指します。
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② 附属機関等の会議について、可能な限り、会議の公開や議事録の公開を進めてい

きます。 

③ 合併振興基金活用事業補助金によるコミュニティ活動等の支援や、地域おこし協

力隊の導入及び活動の支援、協働や地域づくり活動に関する研修会等を継続して

実施します。 

④ 胎内市人材育成基本方針の目指すべき職員像の一つである「市民の立場に立って

考え、市民とともにまちづくりに取り組む職員」を目指して、職員研修を継続し

ます。 

⑤ まちづくり協働座談会の開催等を継続し、まちづくりに関し行政と市民が双方向

で意見交換できる機会を設けていきます。 

 

２ 『選択と集中及び未来への投資を理念とした行財政運営』のための改革 

 

（１）行政目的をかなえるための予算編成（実施項目８～11） 

ア　主な取組成果 

① 公共施設等総合管理計画（平成 28 年度～令和 28 年度）に基づき、胎内市スポー

ツ施設長寿命化計画、胎内市文化施設長寿命化計画を令和６年３月に策定しまし

た。 

② 当初予算の公表に加え、補正予算についても令和６年度から市のホームページで

公表を開始しました。 

イ　今後の取組 

① 財政計画（令和４年度～令和８年度）については、生涯学習施設の整備や中学校

の再編など、将来における大規模事業の見通しを最大限考慮した上で、令和９年

度以降の新たな計画を策定します。また、公共施設等総合管理計画については、

社会情勢の変化等に応じて、個別施設計画（長寿命化計画）を含め、適宜見直し

を行います。 

② 効果的な事業見直し方法について検討しながら、事業費の削減に向けた事業見直

しを進めます。 
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（２）歳入における財源の確保（実施項目 12～16） 

ア　主な取組成果 

① 滞納者の実態把握と滞納原因の分析を行い、滞納処分を実施し徴収率の維持に努

めました。 

② 電子申告等サービス「eLTAX5」を利用して法人市民税の申告・給与支払報告書の

提出・償却資産の申告、地方税統一ＱＲコードを利用した収納、コンビニエンス

ストア及びＭＭＫ（マルチメディア端末）設置店での収納を行える環境を整え、

納税者の利便性の向上を図りました。 

③ 遊休地・未利用地の売却のほか、不要となったチーズ製造備品やホイールローダ

ーなどを売却しました。 

④ ふるさと納税について、令和５年 10 月の制度厳格化に対応するため、寄附額に

対応する返礼品率や送料の見直しなどを行いつつ 20 億円を超える寄附を確保し

ました。 

⑤ 企業版ふるさと納税6について、「胎内ＤＥＥＲＳの応援」、「開志国際高等学校、

新潟食料農業大学の学生支援」を新たにメニュー化し、より寄附しやすい環境を

整えました。 

イ　今後の取組 

① 市税等の収入確保対策では、引き続き滞納者の実態把握と滞納原因分析を行い、

差押等の滞納処分の実施により徴収率の向上に努めます。 

② ふるさと納税について、返礼品の充実を図るとともに、寄附者の要望に応えられ

るよう返礼品の数量を確保するよう努めます。 

③ 物価高騰の状況や社会情勢を注視し、受益者負担や給付額の妥当性を検証し各種

使用料・手数料や給付金の適正化を図ります。 

 

（３）歳出における効率的な執行（実施項目 17～18） 

ア　主な取組成果 

5地方税ポータルシステムの呼称で、地方税における手続きを、インターネットを利用して

電子的に行うシステムです。エルタックスと読みます。

6企業が自治体に寄附をすると税負担が軽減される制度のことです。
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① 新採用職員研修において、財政の基礎知識や市の財政状況、コスト意識の必要性

等について説明を行いました。 

② 行政評価において、一部の事業で単位当たりのコストを試算し、事業の評価に活

用しました。 

イ　今後の取組 

① 適正な予算執行への周知徹底を、新採用職員に限らず全職員へ行っていきます。 

② 行政評価等において、より実効的に各事業の費用対効果を検証する方法を検討し

ます。 

 

（４）民間活力の導入（実施項目 19） 

ア　主な取組成果 

① 県が主催する「にいがた PPP/PFI 研究フォーラム」に参加し、PPP7/PFI8を活用し

た効率的かつ効果的な公共施設の整備・運営等のノウハウや先進事例等を学びま

した。 

② 指定管理施設の管理の適正を期すため、モニタリング9マニュアルに基づき全施

設で業務評価を実施し、評価結果をホームページで公表しました。 

③ 胎内市生涯学習施設整備検討に係るサウンディング型市場調査を実施し、PPP/PFI

制度を活用した官民連携事業への事業者の参画可能性や事業条件、事業内容等に

ついて事業者との対話を行い、効果的な民間活力の導入方策について検討しまし

た。 

④ 令和５年３月に市立黒川保育園を廃止し、社会福祉法人きすげ福祉会へ保育園の

運営主体を移行しました。 

7Public Private Partnership の略。官と民がパートナーを組んで事業を行うという、官民協

力の形態で、従来地方自治体が公営で行ってきた事業に、民間事業者が事業の計画段階から

参加して、設備は官が保有したまま、設備投資や運営を民間事業者に任せる民間委託などを

含む手法のことです。

8Private Finance Initiative の略。国や地方自治体が基本的な事業計画をつくり、資金やノ

ウハウを提供する民間事業者を入札などで募る方法のことです。

9指定管理者による施設の管理運営が、法令、条例、協定書、仕様書、事業計画等に基づき

適正に実施されているか、適正なサービスが提供されているか等を確認・評価することで

す。

https://kotobank.jp/word/%E8%A8%AD%E5%82%99%E6%8A%95%E8%B3%87-87412
https://kotobank.jp/word/%E6%B0%91%E9%96%93%E5%A7%94%E8%A8%97-170087
https://kotobank.jp/word/%E4%BA%8B%E6%A5%AD%E8%A8%88%E7%94%BB-1465076
https://kotobank.jp/word/%E3%83%8E%E3%82%A6%E3%83%8F%E3%82%A6-179023
https://kotobank.jp/word/%E3%83%8E%E3%82%A6%E3%83%8F%E3%82%A6-179023
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イ　今後の取組 

① 指定管理施設モニタリング評価を引き続き実施し、適正な管理やサービス内容の

改善等に努めていきます。 

② 市の直営施設における民間委託の可能性について、行政評価等を通じて検討を行

います。 

③ 胎内市認可保育園等再編計画に基づき、公立園の民営化を進めていきます。 

 

（５）公営企業等の健全経営（実施項目 20） 

ア　主な取組成果 

① 農業集落排水事業の中条乙地区及び黒川地区については、公共下水道の処理施設

である中条浄化センターに接続し、公共下水道事業と統合することを決定しまし

た。 

② 米粉処理加工施設について、令和３年度に策定した経営戦略に基づき、新潟製粉

株式会社の自力運営への移行に取り組みました。令和４年度に製造販売業務委託

を終了し、施設を３年間無償貸付し、令和７年７月１日の無償譲渡（土地・建

物）に関する手続を終えました。 

　イ　今後の取組 

① 上下水道事業の経営戦略及び第三セクター等経営健全化方針に基づき、公営企

業・第三セクターの効率化・経営健全化を図っていきます。 

 

３ 『総合計画の全ての施策を着実に実施する組織体制の構築』のための改革 

 

（１）総合計画の方向性に沿った組織づくり（実施項目 21～24） 

ア　主な取組成果 

① 人事評価制度、地方公務員の定年引上げに関する検討、生涯学習施設整備構想、

内部情報システム導入等について、プロジェクトチームを設置し、検討を行いま

した。 
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② 「高齢者の保険事業と介護予防の一体的実施」の本格実施と「地域包括センター

みらい」の外部委託に伴う組織改編として、令和６年４月に健康長寿推進係を設

置しました。 

③ 令和６年４月に第２次胎内市定員管理計画を策定しました。 

④ ストレスが職員の心身の健康にどれくらい影響が出ているかを総合的に数値で評

価する「ストレスチェック10集団分析」を実施し、健康リスクが全国平均よりも

低い状態（良好な状態）を維持できました。 

⑤ 総合計画に掲げる 29 の施策と実施計画に掲げる事務事業について、行政評価を

実施し、計画、実施、点検、改善のＰＤＣＡサイクルの実施に取り組みました。 

　イ　今後の取組 

① メンタルヘルス研修会の年１回の以上実施や、年次有給休暇等が計画的に取得で

きるよう働きやすい職場の環境づくりを行います。 

② 令和５年度から出退勤時間の管理システムが導入されたことにより、在庁時間が

明確に把握できるようになったことから、打刻の実績を含めた時間外勤務状況の

把握と長時間勤務に対する医師の面接指導の勧奨、時間外勤務の削減の取組を検

討します。 

③ 行政評価が、評価のための評価にならないことを念頭に置きつつ、他市の事例も

研究しながら、簡素化できる部分は簡素化しつつも、より実効性の確保が図られ

るよう検討します。 

 

（２）職員の資質向上に向けた取組（実施項目 25～28） 

ア　主な取組成果 

① 階層別研修・専門研修を実施したほか、職員が職務上の知見を生かして講師を務

めるスキルアップ講座を実施しました。 

10ストレスに関する質問票に労働者が記入し、それを集計・分析することで、自分のストレ

スがどのような状態にあるのかを調べる検査です。労働安全衛生法により、2015 年 12 月 1

日から、労働者数 50 人以上の事業場においては、年１回のストレスチェックが義務付けら

れています。
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② 職員に地域活動、ボランティア活動への参加に対する意識啓発や活動の開催情報

を周知するなど参加するきっかけづくりを行い、市民協働に対する意識の醸成を

図りました。 

③ 事務事業シート内に協働事業の状況を記入する欄を作成し、事業内での実施状況

や協働可能な業務の確認・検討を行いました。 

④ 人事評価制度についてプロジェクトチームを設置し、制度を実施しながら課題を

整理し、制度認識や透明性を高め職員が納得感を得られる制度を構築しました。

また、制度運用の変更について全職員対象に説明会を行い、評価者への研修会を

行いました。 

イ　今後の取組 

① 職員提案については、「職員の提案に関する規程」に基づき制度を運用し、改善

実績の報告や提案が積極的になされる仕組みを引き続き検討します。 

② 職員の地域活動、ボランティア活動への参加を促進します。 

③ 人事評価制度は、職員の意欲向上や人材育成が図られるよう、引き続き現制度で

運用します。 

 

（３）自治体ＤＸ11の推進による業務の効率化（実施項目 29～30） 

ア　主な取組成果 

① 胎内市電子申請システムを導入し、住民票・戸籍・税関係の証明書をインターネ

ットからの申請受付を開始したほか、各種イベント・講座の参加申込みについて

も活用を行っています。 

② 内部情報システム（電子決裁、庶務事務、文書管理）、除雪管理システム、生成

ＡＩの導入、書かない窓口の運用開始、住民票・印鑑証明書のコンビニ交付など

ＤＸの推進を行いました。 

③ 行政手続のオンライン化、働き方改革、サイバー攻撃の増加といった新たな時代

の要請に対応し、胎内市のデジタル化及びデジタル・トランスフォーメーション

を推進するため胎内市情報セキュリティポリシーの改定を行いました。 

11行政手続のデジタル化や行政内部のデータ連係などを通じて、住民の利便性向上と業務効

率化を図るものです。
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イ　今後の取組 

① 情報セキュリティ研修（ｅラーニングによる研修）を実施し、職員の情報セキュ

リティに対する意識の向上を図ります。 

② 情報セキュリティ点検・情報セキュリティ監査及び自己点検を毎年着実に実施

し、胎内市情報セキュリティポリシーの運用の徹底を図ります。また、ＰＤＣＡ

サイクルにより評価・見直しを行い情報資産の機密性・完全性及び可用性を維持

するための対策を講じていきます。 

③ 令和７年度中に、ＤＸ推進に係る指針を策定し、市の方針を明確にした上で、持

続的な行政サービスの向上と業務改善に向けたＤＸの推進体制の構築を図りま

す。 
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調査票　第４次胎内市行政改革大綱実施計画　進捗管理表　（計画期間：令和４年度～令和８年度） 
※複数課がある場合については、◎のついた課が指標を産出しています。 
１『市民協働によるまちづくり』のための改革 

 
区分 実施項目 実施内容 担当課 指標 令和４年度の取組内容・成果 令和５年度の取組内容・成果

令和６年度の 
取組内容・成果 
（見込み含む）

今後の取組予定 中間評価

 (1)積極的な
情報発信と
市民との情
報共有

1 行政情報の積
極的な発信

市報やホームペ
ージ、ＳＮＳ等で行
政情報を積極的に
わかりやすく発信
することに努め、行
政情報の見える化
を推進します。

◎総合政策課 
 
関係課 
・総務課 
・市民生活課 
・健康づくり課 
・農林水産課 
・商工観光課 
・議会事務局 
・生涯学習課

市報の特
集の掲載
回数（年
間）

目標 6回 ●市報の特集 
・特定のテーマについては、
市報で特集記事を掲載し、
より分かりやすい情報発信
に努めた。 

【参考】令和４年度の特集内
容 
・公園へ行こう（5/1）・胎内
市で暮らす、胎内消防署の
統合再編整備計画について
（8/1）・地域支え合い（3/1） 

●公式ＳＮＳ 
・令和４年度は、29アカウン
トを運営しており、１アカ
ウント平均で 41 回の更新
を行った。更新の頻度とし
て は 、 樽 ケ 橋 遊 園 の
Facebook や Instagram で
200 回前後の更新を行って
いる一方で、更新のなかっ
たアカウントも５アカウン
トあった。 

・昨年度に、行政改革推進委
員会でのリツイート等の運
用についての指摘事項につ
いて、各アカウントでの運
用の可能性を確認した。 
【Facebook　14 アカウン
ト（350 更新）、Instagram　
８アカウント（424 更新）、
Twitter　３アカウント
（388 更新）、YouTube　３
アカウント(44 更新)、ブロ
グ　１サイト（更新無し）】 

●市報の特集 
・市の魅力や市政をより身近

に感じてもらうため、特定

のテーマを掘り下げ、分か

りやすい情報発信に努め

た。［総合政策課］ 

【参考】ゴミ問題（6/1）胎内

星まつり（8/1）ありがとう

天下太平くん（3/1）など 

●公式ＳＮＳ 
・令和５年度は、29 アカウン
トを運営しており、１アカ
ウント平均で44回の更新を
行った。更新の頻度として
は、樽ケ橋遊園、地域おこし
協 力 隊 の Facebook や
Instagram で 150 回を超え
る更新を行っている一方
で、更新のなかったアカウ
ントも５アカウントあっ
た。 

【LINE　１アカウント（48 更
新）、Facebook　13 アカウン
ト（371 更新）、Instagram　
８アカウント（496 更新）、
Ｘ（旧 Twitter）　３アカウ
ント（324 更新）、YouTube　
３アカウント(41 更新)、ブ
ログ　１サイト（９更新）　
ポータルサイト　１サイト
（１更新）】 

●その他 
・「防災アプリ」の運用開始［総
務課］ 

・たいない子育て応援アプリ
「母子モ」の運用を開始（健
康づくり課） 

・LINE 公式アカウントの運用
を開始［総合政策課］ 

・地域おこし協力隊による移
住定住ポータルサイト「ゆ
うゆう」の運用を開始［総合
政策課］

●市報の特集 
・市の魅力や市政をより身近
に感じてもらうため、特定
のテーマを掘り下げ、分か
りやすい情報発信に努め
た。（総合政策課） 

【参考】のれんす号（6/1）、中
学校再編（8/1）、ファミリ
ーサポートセンター（10/1）
など 

●公式ＳＮＳ 
・令和６年度は、30 アカウン
トを運営しており、新たに
「米粉のまち・胎内市【公
式 】」 を 開 始 し た 。
（Instagram） 

・更新の頻度の低いアカウン
トについて、運用方針の確
認を行った。 

・転入時に配布する資料に、
公式 LINE のチラシを追加
した。 

・防災アプリ 
令和６年 11 月１日より、メ
ール配信対応を行う予定。

●市報の特集 
・合併号を除く毎月
１日号で特集を掲
載する予定。［総合
政策課ほか］ 

●公式ＳＮＳ 
・引き続きＳＮＳ等
を通じて効果的な
情報発信に努める。
投稿が止まってい
るアカウントにつ
いては、必要性を検
証し、改善を図る。
［総合政策課］ 

◎　計画以上に実施
している

 R4 4 回

 R5 9 回

 R6 11 回 
(見込み）

 2 広聴機能・行
政と市民との
意見交換の機
会の充実

ＳＮＳの活用や
タウンミーティン
グの実施など、行政
と市民の双方向で
意見交換ができる
機会の充実を図り
ます。

◎総合政策課 タウンミ
ーティン
グ（座談
会）等の
開催回数
（年間）

目標 － ・まちづくり協働座談会を４
回開催し、延べ 94名参加が
あった。対象としては、自
治会のほか中小企業の方々
との座談会も開催した。ま
た、市民や市民団体・企業
との懇談会・会合について
も市長が出席し意見交換等
を行った。（27件） 

・座談会の開催結果を市報や
ホームページに掲載すると

・まちづくり協働座談会を５
回開催し、延べ 54 名参加が
あった。対象としては、自治
会のほか、地域の団体や高
校生、大学生との座談会も
開催した。また、市民や市民
団体・企業との懇談会・会合
についても市長が出席し意
見交換等を行った。（37件） 

・座談会の開催結果を市報や
ホームページに掲載すると

・まちづくり協働座談会を１
回開催し、16名参加があっ
た。また、市民や市民団体・
企業との懇談会・会合につ
いても市長が出席し、意見
交換等を行った。（13件） 

・座談会の開催結果を市報や
ホームページに掲載すると
ともに区長会議などでも周
知を図り、開催の呼び掛け
を行った。

・まちづくり協働座
談会の開催等を継
続し、まちづくりに
関し行政と市民が
双方向で意見交換
できる機会を設け
ていく。

〇　概ね計画どおり
に実施している

 R4 31 回

 R5 42 回

 R6 14 回 
(９月末
時点）
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区分 実施項目 実施内容 担当課 指標 令和４年度の取組内容・成果 令和５年度の取組内容・成果
令和６年度の
取組内容・成果
（見込み含む）

今後の取組予定 中間評価

 ともに区長会議などでも周
知を図り、開催の呼び掛け
を行った。

ともに区長会議などでも周
知を図り、開催の呼び掛け
を行った。 

 (2)市民と共
に進めるま
ちづくり

3 施策形成にお
ける市民参画
の機会の拡充

市民が各種施策
の形成に参画でき
るよう、公募委員、
ワークショップ、パ
ブリックコメント
等の一層の充実を
図ります。また、各
種委員会・審議会の
公開やその議事録
の公開を進めます。

◎総合政策課 
 
関係課 
・総務課 
・市民生活課 
・福祉介護課 
・健康づくり課 
・農林水産課 
・地域整備課 
・商工観光課 
・学校教育課 
・生涯学習課

審議会等
の会議を
公開して
開催して
い る 割
合、ホー
ムページ
等で議事
録を公開
している
割合（非
公開とす
べき理由
があるも
の を 除
く）

目標 いずれも 
100％

・市民が施策形成に参画でき
るよう、公募委員制度を設
けており、附属機関等にお
いて、令和４年度新たに選
任された公募委員は 11 名
で、公募委員の累計は 13名
となった。 

・パブリックコメントの実施
件数は１件で、その内容は
胎内市安全・安心なまちづ
くり推進計画素案に関する
意見聴取であった。なお、
ワークショップ等は実施さ
れなかった。 

・令和元年度に定めた胎内市
附属機関等の会議の公開等
に関する基準に基づき、会
議の公開を推進し、令和４
年度に開催した附属機関等
の 会 議 の 公 開 割 合 は
37.0％、その議事録の公開
割合は 45.7％であった。

・市民が施策形成に参画でき
るよう、公募委員制度を設
けており、附属機関等にお
いて、令和５年度新たに選
任された公募委員は２名
で、公募委員の累計は 12 名
となった。 

・「第２次　いのちを支える胎
内市自殺対策計画」などの
計画策定でパブリックコメ
ントが３件で実施された。
なお、ワークショップ等は
実施されなかった。 

・胎内市附属機関等の会議の
公開等に関する基準につい
て、周知を図り、公開可能な
会議の公開を推進した。 

・令和５年度に開催した附属

機関等の会議の公開割合は

57.7％、その議事録の公開

割合は 66.7％であった。

・パブリックコメントを制度
化し、ホームページにおい
て一覧表示をするようにし
た。 

・附属機関等において、令和
６年度新たに選任された公
募委員は３名で、公募委員
の累計は 10名となった。 

・「胎内市立中学校の統合に
関する方針」でパブリック
コメントが実施されたほ
か、２件が実施予定である。
なお、ワークショップ等は
実施されなかった。 

・胎内市附属機関等の会議の
公開等に関する基準につい
て、周知を図り、公開可能
な会議の公開を推進した。 

・令和６年度に開催した（予
定）附属機関等の会議の公
開割合は 69.6％、その議事
録の公開割合は 73.9％で
あった。

・公募委員、パブリッ
クコメント、ワーク
ショップ等の市民
参画の機会が、更に
充実していけるよ
う、関係課に対し各
制度の周知を図る
とともに、適切な運
用を促す。 

・附属機関等の公開
については、引き続
き、公開割合の向上
に努める。

〇　概ね計画どおり
に実施している

 R4 37.0％ 
45.7％

 R5 57.7％ 
66.7％

 R6 69.6％ 
73.9％ 

(見込み）

 4 協働に関する
研修会等の開
催

協働に関する研
修会等を開催し、市
民と市職員の共通
理解の促進と協働
意識の醸成を図り
ます。

◎総合政策課 
・総務課

協働研修
会実施回
数（年間）

目標 1回以上 ・新型コロナウイルス感染症
の影響により、市民向けの
研修会の開催はできなかっ
たが、協働への理解促進の
ため、市報やホームページ
等において、協働の取組事
例等を周知した。 

・職員向けには、新採用職員
研修として協働研修を講義
形式で実施したほか、座談
会参加型の研修も実施し
た。

・令和６年３月に、地域づくり

発表会を開催し、主体的に

地域づくり事業・協働事業

に取り組む団体の事例発表

や、コミュニティづくりを

テーマとした講演が行われ

た。この会には、約 70名の

参加があり、市民や市職員

が、地域づくりの多様な手

法や協働への理解を深める

機会となった。 

・職員向けには、新採用職員研

修として協働研修を講義形

式で実施したほか、座談会

参加型の研修も実施した。

・令和７年３月に、地域づく
り発表会を開催予定であ
る。 

・職員向けには、新採用職員
研修として協働研修を講義
形式で実施したほか、係長
研修において協働をテーマ
に研修を行う予定である。

・市民と職員が協働
に対する理解を深
めてもらうよう、協
働研修を開催する。 

・胎内市人材育成基
本方針の目指すべ
き職員像の一つで
ある「市民の立場に
立って考え、市民と
ともにまちづくり
に取り組む職員」を
目指して、一人一人
が意識を持って取
り組めるよう、職員
研修を継続する。

〇　概ね計画どおり
に実施している

 R4 0 回

 R5 1 回

 R6 1 回 
(見込み）

 5 市民活動団体
等の組織化支
援

市民活動団体等
の組織化やＮＰＯ
法人化について支
援を行います。

総合政策課 ＮＰＯ法
人設立数
（年間）

目標 － ・特定非営利活動促進法の規
定に基づくＮＰＯ法人の設
立認証等の事務権限につい
て、県から移譲を受け、相
談から認証までの業務を市
で行っており、令和４年度
は２件の設立に係る相談を
受け、２件を設立認証した
（うち１件は令和５年度に
設立予定）。 

・設立後においては、合併振
興基金活用事業補助金を通
じてＮＰＯ法人が行う地域
づくり事業に対し補助金を

・特定非営利活動促進法の規
定に基づくＮＰＯ法人の設
立認証等の事務権限につい
て、県から移譲を受け、相談
から認証までの業務を市で
行っており、令和５年度は
１件を設立認証した。 

・設立後においては、合併振興
基金活用事業補助金を通じ
てＮＰＯ法人が行う地域づ
くり事業に対し補助金を交
付する制度を設けている。 

・鼓岡・大長谷地区で農村型地
域運営組織を目指した「夢

・特定非営利活動促進法の規
定に基づくＮＰＯ法人の設
立認証等の、令和６年度９
月末現在の相談件数は０件
である。 

・設立後においては、合併振
興基金活用事業補助金を通
じて、ＮＰＯ法人が行う講
演会実施事業１件に補助金
の交付決定を行った。 

・地域支え合い体制づくり補
助金を通じて、地域支え合
いに係る組織化を支援して
おり、令和６年度は、地域

・ＮＰＯ法人の設立
に関し相談体制を
継続し、円滑に手続
を行えるよう支援
する。 

・設立後のＮＰＯ法
人の事業に対する
支援として、合併振
興基金活用事業補
助金による支援を
継続する。 

・地域支え合いの組
織化に対する支援
として、地域支え合

〇　概ね計画どおり
に実施している

 R4 １件

 R5 １件

 R6 0件 
(見込み）
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区分 実施項目 実施内容 担当課 指標 令和４年度の取組内容・成果 令和５年度の取組内容・成果
令和６年度の
取組内容・成果
（見込み含む）

今後の取組予定 中間評価

 交付する制度を設けてお
り、令和４年度実績では１
事業に交付した。 

・また、市民団体の組織化に
ついては、地域支え合い体
制づくり補助金を通じて、
地域支え合いに係る組織化
を支援しており、令和４年
度の組織化実績は１件であ
った。

ビレッジ胎内 290」が新潟県
と農林水産課の支援を受け
結成された。なお、地域支え
合い体制づくり補助金を通
じて、地域支え合いに係る
組織化を支援しているが、
令和５年度の組織化実績は
０件であった。

福祉を担う民生委員に対し
説明会を行った。しかし、
組織化には至らなかったた
め、今後は地域の会合等に
出向き制度説明を行いた
い。[福祉介護課]

い体制づくり補助
金による支援を継
続する。 

・新規設立の団体・法
人等が主体的に行
う、有益な地域づく
りの取組について
広く紹介するなど
して、市民団体の活
動に広がりが生ま
れるよう努める。 

・地域支え合い体制
づくり補助金の周
知のため、他の補助
金相談があった際
に、来庁者に提案、
情報提供を行う。

 6 自治会・市民
活動団体等の
活動支援

自治会・集落等や
市民活動団体が行
うまちづくり活動
に対する相談対応
の充実や望ましい
補助金等の支援の
方策を確立します。

◎総合政策課 
 
関係課 
・福祉介護課

合併振興
基金補助
金の交付
による活
動支援件
数（年間）

目標 － ・自治会・集落の相談窓口を
開設し、補助制度の活用、
座談会の開催などの各種相
談に対応した。 

・自治会・集落、市民団体等
が主体的に地域活性化に取
り組む事業に対し合併振興
基金活用事業補助金を交付
し、令和４年度の交付実績
は 41 件（前年度比で２件
増）であった。その中で、
新たに、地域で支え合う活
動に対する補助の枠組みと
して「コミュニティ支え合
い型」を創設し、７団体に
活用いただいた。 

・上記補助金のほかにも、集
会所建設事業補助金やコミ
ュニティ助成事業助成金な
どを通じて、自治会・集落
等に対し支援を行った。 

・地域おこし協力隊員を招致
し、地域住民とともに、地
域コミュニティの活性化、
地域内外の交流促進、地域
の魅力発信等の活動に取り
組んだ（３名の隊員が、大
長谷、鍬江、坂井の地域で
活動した。）。

・自治会・集落の相談窓口を開
設し、補助制度の活用、座談
会の開催などの各種相談に
対応した。 

・自治会・集落、市民団体等が
主体的に地域活性化に取り
組む事業に対し合併振興基
金活用事業補助金を交付
し、令和５年度の交付実績
は 40件であった。その内、
「コミュニティ支え合い
型」については、６団体に活
用いただいた。 

・上記補助金のほかにも、集会
所建設事業補助金やコミュ
ニティ助成事業助成金など
を通じて、自治会・集落等に
対し支援を行った。 

・中山間地域の集落において
は、地域おこし協力隊員を
招致し、地域住民とともに、
地域コミュニティの活性
化、地域内外の交流促進、地
域の魅力発信等の活動に取
り組んだ（中山間地域を活
動エリアとしている隊員と
しては、４名の隊員が地域
活性化に向けて活動した）。

・自治会・集落の相談窓口を
開設し、補助制度の活用、
座談会の開催などの各種相
談に対応した。 

・自治会・集落、市民団体等が
主体的に地域活性化に取り
組む事業に対し合併振興基
金活用事業補助金を交付
し、令和６年度の申請数は
40 件である。その内、「コ
ミュニティ支え合い型」に
ついては、５団体に交付決
定を行った。 

・上記補助金のほかにも、集
会所建設事業補助金やコミ
ュニティ助成事業助成金な
どを通じて、自治会・集落
等に対し支援を行った。 

・中山間地域の集落において
は、地域おこし協力隊員を
招致し、地域住民とともに、
地域コミュニティの活性
化、地域内外の交流促進、
地域の魅力発信等の活動に
取り組んだ（中山間地域を
活動エリアとしている隊員
としては、３名の地域おこ
し協力隊及び１名の集落支
援員が地域活性化に向けて
活動した）。 

・自治会・集落の相談
窓口について、区長
会議等で相談事例
を含め周知し、地域
の多様な相談に対
応していく。 

・合併振興基金活用
事業補助金等によ
る支援を継続し、市
民主体の自主的な
まちづくり・地域づ
くり活動を推進す
る。その中で、令和
４年度創設のコミ
ュニティ支え合い
型については、更な
る周知を図り多様
な主体による取組
が促進されるよう
努める。 

・地域おこし協力隊
については、自治
会・集落等に対し受
入れに対する呼び
かけを行い、希望す
る地域への導入を
進める。

〇　概ね計画どおり
に実施している

 R4 41 件

 R5 40 件

 R6 45 件 
(見込み)

 7 市民と行政と
の協働事業の
創出

市民活動団体等
と市で課題を共有
し、双方向からの協
働提案が活かされ
るようにマッチン
グの機会をつくり、
協働による事業実
施を推進します。ま
た、市が実施するさ
まざまな事業にお

◎総合政策課 
 
関係課 
・総務課 
・財政課 
・市民生活課 
・福祉介護課 
・健康づくり課 
・農林水産課 
・地域整備課 

協働事業
数 
（年間）

目標 50事業 ・市の各部署で行った令和４
年度の協働事業数は 52 事
業であり、健康づくり、介
護予防、観光振興、スポー
ツ振興など様々な分野で、
協働による取組が実施され
た。 

・新発田市・胎内市・聖籠町
の定住自立圏の取組とし
て、「市民団体とつながるハ

・市の各部署で行った令和５
年度の協働事業数は60事業
であり、健康づくり、介護予
防、観光振興、スポーツ振興
など様々な分野で、協働に
よる取組が実施された。 

・新発田市・胎内市・聖籠町の
定住自立圏の取組として、
「市民団体とつながるハン
ドブック」を作成し、市民団

・市の各部署で行った令和６
年度の協働事業数は 66 事
業（見込み）であり、健康づ
くり、介護予防、観光振興、
スポーツ振興など様々な分
野で、協働による取組が実
施されている。 

・新発田市・胎内市・聖籠町の
定住自立圏の取組として、
「市民団体とつながるハン

・合併振興基金活用
事業補助金におい
て、市が事業概要を
定め、市民団体が具
体的な企画及び実
施を行う「行政提案
型事業」を通じて、
市民と行政との協
働事業を創出する。 

・「つながるハンドブ

◎　計画以上に実
施している

 R4 52 事業

 R5 60 事業

 R6 66 事業 
(見込み)
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区分 実施項目 実施内容 担当課 指標 令和４年度の取組内容・成果 令和５年度の取組内容・成果
令和６年度の
取組内容・成果
（見込み含む）

今後の取組予定 中間評価

 いて、市民等が参加
できる場をつくり
ます。

・商工観光課 
・学校教育課 
・生涯学習課

ンドブック」を作成し、市
民団体の活動や連携できる
事項を紹介する取組を行っ
た。 

・市報に、ボランティア活動
や地域活性化に取り組んで
いる人や団体の想いを紹介
するコーナー「私の原動
力。」を掲載し、市民に広く
周知した。

体の活動や連携できる事項
を紹介する取組を行った。 

・市報に、ボランティア活動や
地域活性化に取り組んでい
る人や団体の想いを紹介す
るコーナー「私の原動力。」
を掲載し、市民に広く周知
した。 

・合併振興基金活用事業補助
金（行政提案型）について
は、１事業を実施した。 

・令和６年３月に、地域づくり

発表会を開催し、主体的に

地域づくり事業・協働事業

に取り組む団体の事例発表

や、コミュニティづくりを

テーマとした講演が行われ

た。この会には、約 70名の

参加があり、市民や市職員

が、地域づくりの多様な手

法や協働への理解を深める

機会となった。【再掲】

ドブック」を作成し、市民
団体の活動や連携できる事
項を紹介する取組を行っ
た。 

・市報に、ボランティア活動
や地域活性化に取り組んで
いる人や団体の想いを紹介
するコーナー「私の原動
力。」を掲載し、市民に広く
周知した。 

・合併振興基金活用事業補助
金（行政提案型）について
は、２事業に交付決定を行
った。 

・令和７年３月に、地域づく
り発表会を開催予定であ
る。【再掲】

ック」、「私の原動
力。」や「地域づくり
発表会」の取組を継
続し、市民団体等の
活動や想いを広く
紹介し、活動を始め
るきっかけづくり
や、団体間の連携の
きっかけづくりに
つなげる。また、地
域づくり活動支援
情報「マチつくナ
ビ」を通じて市民団
体等の活動に有益
な情報を提供して
いく。 

・まちづくり協働座
談会等の開催を通
じて、協働のまちづ
くりに向けて、市民
と行政が一緒に話
合い、考える機会を
設けていく。
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2 『選択と集中及び未来への投資を理念とした行財政運営』のための改革 

 

 
区分 実施項目 実施内容 担当課 指標 令和４年度の取組内容・成果

令和５年度の取組内容・成
果

令和６年度の取組内容・成果 
（見込み含む）

今後の取組予定 評価

 (1)行政目的
をかなえる
ための予算
編成

8 財政状況の周
知

市の財政見通し等
について市民及び職
員に周知するととも
に、職員一人一人に
事業の選択と集中、
見直し、改善等の必
要性についての意識
付けを行います。

◎財政課 
・総合政策課

市報への財政
情報の掲載回
数（年間）

目標 － 市民への周知として以下の情
報を公開した。 
・市の予算、決算について市
報で公表 

・法に基づく財政事情の公表
（ホームページ）、財政健全
化判断比率等（令和３年度
分）の公表（市報、ホームペ
ージ） 

・財政状況資料集（令和３年
度分）、財務諸表（令和２年
度決算分）の公表（ホームペ
ージ） 

・令和５年度当初予算編成方
針を公表（ホームページ） 

・職員に向けては、新採用職
員研修において市の財政状
況を取り巻く諸問題や財政
状況について説明を行っ
た。

市民への周知として以下の
情報を公開した。 
・市の予算、決算について市
報で公表 

・法に基づく財政事情の公表
（ホームページ）、財政健
全化判断比率等（令和４年
度分）の公表（市報、ホー
ムページ） 

・財政状況資料集（令和４年
度分）、財務諸表（令和３年
度決算分）の公表（ホーム
ページ） 

・令和６年度当初予算編成方
針を公表（ホームページ） 

・職員に向けては、新採用職
員研修において市の財政
状況を取り巻く諸問題や
財政状況について説明を
行った。

市民への周知として以下の情報を公
開した。 
・市の予算、決算について市報で公表 
・法に基づく財政事情の公表（ホーム
ページ）、財政健全化判断比率等（令和
５年度分）の公表（市報、ホームペー
ジ） 
・財政状況資料集（令和５年度分）、財
務諸表（令和４年度決算分）の公表
（ホームページ） 

・令和７年度当初予算編成方針を公表 
・補正予算についてもホームページで
公表を開始した。 

・新採用職員研修において、財政の基
礎知識や市の財政状況、コスト意識
の必要性等について説明を行った。
[財政課] 

・係長級研修において、市の財政状況
や財政分野における専門用語の解
説等を行う。[財政課]

・これまでの取組
を継続して行
くほか、防災行
政無線システ
ム再整備事業
や中条小学校
改築事業等の
大規模事業が
財政計画へ与
える影響を確
認し、必要に応
じ職員等へ周
知を行う。[財
政課]

〇　概ね計画
どおりに実
施している  R4 3 回

 R5 3 回

 R6 2 回 
(見込み)

 9 事業計画に基
づく長期的な
予算管理

未来への投資が計
画的に行われるよう
に、中長期的視点を
持った予算管理を行
います。（公共建築
物・インフラの計画
的な維持、主要事業
に関する長期計画の
管理等）

◎財政課 
 
関係課 
・総務課 
・市民生活課 
・地域整備課 
・学校教育課 
・生涯学習課

－ 目標 － ・１計画策定（計画期間 R5～） 
第３次胎内市地球温暖化防
止実行計画（事務事業編）
を策定 

・長寿命化計画等による実施
工事等 

　胎内市ストックマネジメン
ト計画に基づき、上下水道
課では管路施設の腐食等を
確認する施設点検調査を実
施し、陥没などの事故未然
防止を行った。（3,190千円） 

　産業文化会館長寿命化計画
に基づき照明のＬＥＤ化工
事などを実施し施設の耐久
性を保全することができ
た。（96,400 千円） 

　胎内市舗装修繕計画（個別
施設計画）に基づき、市道西
本町・高畑・笹口浜線舗装補
修工事を実施し交通の安全
を図ることができた。
（25,432 千円）

・第３次胎内市地球温暖化防
止実行計画による実施工
事等 
胎内市役所本庁舎ＬＥＤ
化工事（72,784 千円）［総
務課］ 

・長寿命化計画等による実施
工事等 

　産業文化会館長寿命化事
業（56,139 千円） 

・橋梁長寿命化計画　 
点検 67 橋　　補修工事１
橋［地域整備課］ 

・胎内市スポーツ施設長寿命
化計画、胎内市文化施設長
寿命化計画を令和６年３
月に新たに策定した。［生
涯学習課］

・第３次胎内市地球温暖化防止実行計
画に基づき、中条小学校改築事業
（太陽光発電設備）を実施。[学校教
育課] 

・胎内市市営住宅等長寿化計画に基づ
き、市営住宅４号棟の屋上防水・外
壁改修を実施。[地域整備課] 

・胎内市スポーツ施設長寿命化計画、
胎内市文化施設長寿命化計画に基
づき、環境改善センター整備事業、
サンビレッジ中条整備事業を実施。
[生涯学習課] 

・橋梁長寿命化計画 
臨時点検１橋（保谷橋）、橋梁修繕工
事８橋を実施。 
次期橋梁長寿命化修繕計画策定業
務委託を実施。［地域整備課］

・財政計画に基づ
く予算編成を
行うことを基
本とし、防災行
政無線システ
ム再整備事業
や中条小学校
改築事業等の
大規模事業の
執行に伴う財
政への影響を
踏まえ、引き続
き健全化を図
る。[財政課]

〇　概ね計画
どおりに実
施している  R4 －

 R5 －

 R6 －

  

 

 

 

 

 

10 行政評価を活
用した事業の
見直し

行政評価結果を、
予算配分や事業の存
廃に活用します。ま
た、厳しい財政状況
の中、持続的かつ安
定的に行財政運営を
行っていくため、各
種事業を見直し、歳
入に見合った事業推
進を図ります。

◎財政課 
・総合政策課

見直しを実施
し た 事 業 数
（年間）

目標 － ・令和４年度の行政評価で
は、翌年度予算に反映でき
る事業見直しはなかった。
しかし、検討すべき事項が
確認された事業について
は、次年度の行政評価にお
いて点検する。 

・事務事業の指標について、
事業の進捗等を図れる指標
に見直した。（産出指標４指
標、成果指標９指標）

・令和５年度の行政評価で
は、翌年度予算に反映でき
る事業見直しはなかった。
しかし、検討すべき事項が
確認された事業について
は、次年度の行政評価にお
いて点検する。

・敬老会事業について、令和７年度か
らは、より多くの高齢者の皆様に感
謝と健康長寿の祝意を示すことが
できるよう、節目となる年齢の方を
対象とした「敬老お祝いクーポンの
贈呈」をするようなかたちで見直し
を検討する。[財政課（福祉介護課）]

・平成 30 年度か
ら実施してき
た事業見直し
について、見直
し内容や実施
方法を再検討
し、効果的な見
直しを実施す
る。[財政課]

〇　概ね計画
どおりに実
施している  R4 0 件

 R5 0 件

 R6 1 件 
(見込み)
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 区分 実施項目 実施内容 担当課 指標
令和４年度の取組内容・成

果
令和５年度の取組内容・成果

令和６年度の取組内容・成果
（見込み含む）

今後の取組予定 評価

  

 

11 補助事業の効
果検証と見直
し

補助金について、
行政の責任分野、経
費負担のあり方、費
用対効果を検証の
上、必要に応じて廃
止、統合・再編、減
額、終期設定等の見
直しを行います。

◎総合政策課 
・財政課 

見直しを実施
した補助金の
数（年間）

目標 － ・行政評価を通じて補助金
の必要性効果等を確認し
たほか、担当部署等にお
いても見直しを行った。 

・自主防災組織育成事業補
助金について、同一団体
への連続交付の効果等を
検証し、防災資機材等の
整備や自主防災活動が余
り進んでいない組織に、
より多くの補助が受けら
れるよう、申請回数２回
目以降３回目までと４回
目以降の補助限度額を区
分した。 

・令和４年度中に「中小企
業・小規模企業振興基本
計画検討委員会」にて「胎
内市中小企業等支援事業
補助金」の効果等を検証
し、対象経費、補助上限
額、申請条件を改正した。

・「補助金等のあり方に関する
ガイドライン」に基づき補助
金の事業効果検証及び補助金
等の見直しに関する基準に基
づく確認を行った。 

・国の重点支援地方交付金を財
源とした補助事業３件につい
て、減額の見直しを行った。

・住宅リフォーム補助金を令
和５年度で終了した。

・ガイドラインに基づ
き、適正に補助金制
度が運用されるよう
行政評価等を通じて
必要に応じて見直し
を行っていく。

〇　概ね計画ど
おりに実施し
ている  R4 2 件

 R5 3 件

 R6 1 件 
(見込み）

 (2)歳入にお
ける財源の
確保

12 市税等の収納
率向上

市税等の収納率を
高水準に維持する方
策を検討します。

税務課 市税徴収率 目標 97.31％ ・預貯金調査、給与照会等に
より滞納者の実態把握と
原因分析を行い、差押等
の滞納処分を実施した。 

　市税徴収率 
R4 97.36%　 

市税滞納繰越額 
R4 103,765 千円 

・徴収技術の向上を図るた
め、新潟県や新潟県地方
税徴収機構参加市町村が
主催する研修会に参加し
た。 

・納税通知書発送時に口座
振替利用促進チラシを同
封した。

・預貯金調査、給与照会等によ
り滞納者の実態把握と原因分
析を行い、滞納処分又は滞納
処分の執行停止を実施した。
[税務課] 

　市税徴収率 
R5 97.07%　 

市税滞納繰越額 
R5 106,551 千円 

・滞納者の実態を把握するため
臨戸訪問を強化。 

・徴収技術の向上を図るため新
潟県や新潟県地方税徴収機構
参加市町村が主催する研修会
に参加した。 

・口座振替利用促進を図るため
納税通知書発送時等の封筒に
印刷した。

・催告書、呼出書、預貯金調査、
給与照会等により滞納者の
実態把握を行い、納税誓約、
滞納処分の実施又は滞納処
分の執行停止予定者の確認
をした。[税務課] 

　市税徴収率 
R6 見込み 97.08%　 

　市税滞納繰越額 
R6 見込み 104,367 千円 

・徴収技術の向上を図るため
新潟県地方税徴収機構新発
田・岩船地区特別徴収対策
班月例会議に参加した。 

・口座振替利用促進を図るた
め納税通知書発送時等の封
筒に印刷した。

・当市の市税の徴収率
は、令和５年度の徴
収実績で県内30市町
村中 17 位であった。
引き続き徴収率の向
上のため次のことを
行う。 

・滞納整理の早期着手
の実施。 

・滞納者の実態把握と
原因分析を継続す
る。 

・賦課側と連携を強化
し、効率的な滞納整
理を行う。 

・口座振替の利用促進
を引き続き実施す
る。

〇　概ね計画ど
おりに実施し
ている  R4 97.36％

 R5 97.07％ 

 R6 97.08％ 
(見込み）

 13 納付しやすい
環境の整備

電子申請・電子納
付の導入について検
討し、市税等を納付
しやすい環境を整備
します。

税務課 実施している
利便性向上策

目標 － ・納付しやすい環境づくり
に向け次のことを実施し
た。 

・軽自動車税関係手続の電
子化を行った。 

・地方税共通納税システム
において地方税の統一Ｑ
Ｒコードが令和５年度か
ら開始する予定のため情
報収集を行った 

・国が進めている「地方公共
団体情報システム標準
化」に対する情報の収集
を行った。 

・コンビニ及びＭＭＫ（マル
チメディア端末）設置店
での収納の周知（継続） 

・納付しやすい環境づくりに向
け次のことを実施した。 

・軽自動車税関係手続の電子
化。[税務課] 

・地方税共通納税システムにお
ける地方税統一ＱＲコード利
用の税目拡大。 

・国が進めている「地方公共団
体情報システム標準化」に対
する情報の収集を行った。 

・コンビニ及びＭＭＫ（マルチ
メディア端末）設置店での収
納の周知（継続） 

【参考（利用率等）】 
・コンビニ収納利用率（自主納
付のうち） R5 39.72%（2 億
4,275 万円） 

・納付しやすい環境づくりに
向け次のことを実施した。 

・電子申告等サービス「eLTAX」
を利用して法人市民税の申
告、給与支払報告書の提出、
償却資産の申告の周知を行
った。（継続）。 

・地方税統一ＱＲコードを利
用した収納の周知（継続） 

・コンビニ及びＭＭＫ（マルチ
メディア端末）設置店での
収納の周知（継続） 

【参考（利用率等）】 
　R6.4.1～R6.9.30 
・コンビニ収納（特徴除く自主
納付のうち） 
13,542 件、31.97% 

・利便性向上策を引き
続き検討・実施する。 

・令和７年に実施予定
のシステム改修に向
け、国が進めている
「地方公共団体情報
システム標準化」に
対する情報の収集を
引き続き行う。[総合
政策課・税務課] 

〇　概ね計画ど
おりに実施し
ている  R4 3 件

 R5 3 件

 R6 3 件 
(見込み）
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区分 実施項目 実施内容 担当課 指標
令和４年度の取組内容・成

果
令和５年度の取組内容・成果

令和６年度の取組内容・成果
（見込み含む）

今後の取組予定 評価

 【参考（利用率等）】 
・コンビニ収納利用率 R4 
38.4%（2億 2,805 万円） 

・夜間窓口を開設（50 回）
234 名利用（330 万円） 

・地方税共通納税システム
によるオンライン納付
は、市県民税特別徴収
（1,509 件）8,910 万円、
法人住民税（114 件）
18,115 万円（ともに本税
のみ）

・夜間窓口を開設（49 回）303
名利用（441 万円） 

・地方税共通納税システムによ
るオンライン納付は、市県民
税特別徴収（2,383 件）13,486
万円、法人住民税（174 件）
15,582 万円、市県民税普通徴
収+固定資産税+軽自動車税+
国民健康保険税（R5 年度か
ら）（8,135 件）98,478 万円

・共通納税システムによる納
付　8,424 件、19.88％ 

・夜間窓口を開設（26 回）175
名利用（304 万円） 

・「書かない窓口」の運用を 12
月開始。 

・令和７年に実施予定のシス
テム改修に向け、国が進め
ている「地方公共団体情報
システム標準化」に対する
情報の収集を引き続き行
う。[総合政策課・税務課]

 14 遊休財産の利
活用

廃止施設や遊休
地・未利用地等の市
有財産の売却・貸付
等による財源の確保
に取り組みます。

財政課 遊休財産の売
却・貸付件数

目標 － ・令和４年度は４件の土地
売却で12,397千円の収入
が あ っ た 。 面 積 で は
6,847.32 ㎡の売却を行っ
た。その他には、不要とな
ったチーズ製造用備品を
売却し 880 千円の収入が
あった。

・令和５年度は４件の土地売却
で 1,926 千円の収入があっ
た。面積では 1,158.91 ㎡の売
却を行った。その他には、不
要となったホイールローダー
等重機４件を売却し、8,162
千円の収入があった。

・１件の土地売却で 13,585 千
円の収入があった。面積で
は 905.64 ㎡の売却を行っ
た。 

・土地について１件、不用品に
ついて２件（マイクロバス、
幼児用バス）の売却予定。

・遊休財産の売却・貸付
を継続して検討・実
施する。

〇　概ね計画ど
おりに実施し
ている  R4 5 件

 R5 8 件

 R6 4 件 
(見込み）

 15 市税以外の新
たな財源の確
保と拡充

ふるさと納税、企
業版ふるさと納税や
クラウドファンディ
ング等各種制度を活
用した財源の確保に
ついて検討します。

◎総合政策課 
・財政課

ふるさと納税
による収入額 
企業版ふるさ
と納税・クラ
ウドファンデ
ィング等の実
施件数

目標 ― ・ふるさと納税につ
いて、パンフレッ
ト作成やＳＮＳを
活用した認知度向
上に努めた。 

・ふるさと納税の寄
附金収入が 21 億
3,138 万円となっ
た。（前年度比 3億
1,911 万 円 減　
13％減） 

・企業版ふるさと納
税について、メニ
ュー化したことで
寄附企業にとって
寄附しやすい環境
を整えたほか、マ
ッチング支援業務
委託により、大幅
な伸びとなった。
14件、4,680 万円

・ふるさと納税について、胎内
DEERS 応援寄附など新たな返
礼品を登録し寄附者の選択の
幅を広げた。 

・ふるさと納税の寄附金収入が
22 億 666 万 5千円となった。
（前年度比 75,284 千円増　
3.5％増） 

・令和５年10月以降の制度厳格
化対応のため、寄附額に対応
する返礼品率の見直し、送料
の見直しなどを行い経費の削
減を行った。 

・企業版ふるさと納税につい
て、引き続き寄附しやすい環
境を整備し９件、1,570 万円
があった。

・ふるさと納税の寄附金収入
が11億 1,895万 2千円。（９
月末時点） 

・企業版ふるさと納税につい
て、引き続き寄附しやすい
環境を整備し７件、現金 970
万円、物納 336 万 8 千円相
当の寄附があった。（９月末
時点）

・ふるさと納税、企業版
ふるさと納税につい
て、引き続き、真に本
市を大切に思って寄
附していただけるよ
う、認知度向上等の
取組を進めていく。

〇　概ね計画ど
おりに実施し
ている  R4 ふるさと納税 

2,131,381 千円 

企業版ふるさと納税 

46,800 千円 

14件

 R5 ふるさと納税 

2,206,665 千円 

企業版ふるさと納税 

15,700 千円 

9件

 R6 ふるさと納税 

1,118,952 千円 

企業版ふるさと納税 

　現金 

9,700 千円 

物納 

3,368 千円相当 

合計　7件 

（９月末時点）

 16 受益者負担や
給付金の妥当
性検証と適正
化

各種使用料・手数
料や給付金につい
て、給付と負担のバ
ランス等に配慮した
妥当性を検証し、必
要に応じて適正化を
図ります。

◎総合政策課 
・財政課 
・地域整備課 
・生涯学習課

見直しの実施
数（年間）

目標 － ・物価の高騰など社会情勢
の変化を注視し使用料等
の負担のバランスを検討
したが、令和４年度にお
いては使用料等の改正を
行ったものはなかった。

・ライフル射撃場の利用形態変
更に伴い、使用料を変更した。
[財政課（生涯学習課）] 

・中条駅東口広場内に設置して
いる自動車駐車場の運営に係
る維持管理費が増加している
ことから、駐車料金を改定し
た。[財政課（地域整備課）] 

・笹口浜公園内にナイター照明
を新たに設置したことに伴
い、使用料を１時間当たり
1,000 円と設定した。[財政課
（地域整備課）] 

・クアハウスたいないの談話
室の使用料を新たに設定す
るほか、多目的室について
使用料を定める。[財政課
（商工観光課）]

・事業見直しを通じた
受益者負担等の見直
しや物価の高騰の状
況を引き続き注視
し、使用料等の妥当
性を検討する。

〇　概ね計画ど
おりに実施し
ている  R4 0 件

 R5 2 件

 R6 1 件 
(見込み）

 (3)歳出にお
ける効率的

17 合理的で無駄
のない予算執

ある予算をあるが
ままに執行するので

財政課 － 目標 － ・新採用職員研修において
コスト意識等の必要性な

・新採用職員研修においてコス
ト意識等の必要性などを説明

・新採用職員研修において、財
政の基礎知識や市の財政状

・新採用職員研修のほ
かに、職員に対する

〇　概ね計画ど
おりに実施し
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区分 実施項目 実施内容 担当課 指標
令和４年度の取組内容・成

果
令和５年度の取組内容・成果

令和６年度の取組内容・成果
（見込み含む）

今後の取組予定 評価

 な執行 行 はなく、コスト感覚
を意識して効果的に
執行するための方策
等について検討しま
す。

R4 － どを説明した。 した。 況、コスト意識の必要性等
について説明を行った。（再
掲）

研修等を検討する。 ている

 R5 －

 R6 －

 18 費用対効果の
検証

事業実施による費
用対効果を評価・検
証する体制を構築し
ます。

◎総合政策課 
・財政課

－ 目標 － ・行政評価において一部の
事業で単位当たり　コス
トを試算した。

・行政評価において一部の事業
で単位当たり　コストを試算
した。 

・「補助金等のあり方に関する
ガイドライン」に基づき補助
金の事業効果検証を実施し
た。

・行政評価において一部の事
業で単位当たり　コストを
試算した。 

・行政評価等において
より実効的に各事業
の費用対効果を検証
する方法を検討す
る。

△　計画に達し
ていない

 R4 －

 R5 －

 R6 －

 (4)民間活力
の導入

19 民間活力の導
入推進

利用者の利便性や
コストを勘案しなが
ら、民間委託・指定
管理者制度のほか、
ＰＰＰ／ＰＦＩ、コ
ンセッション方式な
どによる整備・運営
方法の導入を検討し
ます。

◎総合政策課 
 
関係課 
・財政課 
・生涯学習課ほ
か

－ 目標 － ・胎内市指定管理者制度運
用指針（胎内市指定管理
者制度ガイドライン）を
令和４年５月に策定し
た。 

・生涯学習施設整備構想に
おいてＰＰＰ/ＰＦＩ等
の検討を行った。 

・指定管理を 65施設で導入
し、指定管理施設モニタ
リング評価を全施設で実
施した。 

・生涯学習施設整備ＰＴの会議
を開催（１回）、国土交通省等
が主催するＰＰＰ/ＰＦＩ関
連勉強会に参加（４回）、コン
サルタントとの相談（１回）
を実施した。 

・にいがたＰＰＰ/ＰＦＩ研究
フォーラムに参加（１回）し
た。（総合政策課・生涯学習課） 

・生涯学習施設整備計画を令和
６年３月に策定した。（生涯学
習課） 

・指定管理を 65施設で導入し、
指定管理施設モニタリング評
価を全施設で実施した。 

・生涯学習施設整備ＰＴの会
議を開催（４回）、国土交通
省等が主催するＰＰＰ/Ｐ
ＦＩ関連勉強会に参加（４
回）、コンサルタントとの相
談（１回）を実施した。[生
涯学習課] 

・胎内市生涯学習施設整備検
討に係るサウンディング型
市場調査を実施した。[生涯
学習課] 

・にいがたＰＰＰ/ＰＦＩ研究
フォーラムに参加（１回）し
た。［総合政策課・生涯学習
課] 

・指定管理を 65 施設で導入
し、指定管理施設モニタリ
ング評価を全施設で実施し
た。

・生涯学習施設整備計
画をサウンディング
等により精査し、整
備計画を推進する。
［生涯学習課］ 

・指定管理施設モニタ
リング評価を引き続
き実施し適正な管理
やサービス内容の改
善等に努めていく。 

〇　概ね計画ど
おりに実施し
ている  R4 －

 R5 －

 R6 －
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区分 実施項目 実施内容 担当課 指標

令和４年度の取組内容・
成果

令和５年度の取組内容・
成果

令和６年度の取組内容・成果
（見込み含む）

今後の取組予定 評価

 (5)公営企業
等の健全経
営

20 公営企業等の経営改
善

第三セクターを含
む公営企業等につい
て、中長期的な視点
に立って健全経営を
行います。また、必
要に応じて廃止・統
合等も検討します。

◎上下水道課 
◎農林水産課 
◎商工観光課

公営企業（公共下
水道事業・農業集
落排水事業・水道
事業・簡易水道事
業・工業用水道事
業）等の①総収支
比率（％）、②総
収益の一般会計
繰入金割合（％）

目標 － ・施設の維持管理費削減
のため、農業集落排水
事業の中条乙地区及び
黒川地区については、
公共下水道の処理施設
である中条浄化センタ
ーに接続し、公共下水
道事業と統合すること
を決定した。

・農業集落排水事業（中
条乙・黒川地区）につい
て、公共下水道に接続
するための協議を関係
機関と行い同意を得る
ことができた。

・農業集落排水施設の財産処分
のほか、胎内市公共下水道事
業計画の見直しに係る全体計
画を見直したほか、胎内市都
市計画下水道の変更を行っ
た。 

・農業集落排水事業（中条乙・
黒川地区）について、公共下
水道に接続することに伴い、
農業集落排水施設の財産処分
のほか、胎内市公共下水道事
業計画の見直しに係る全体計
画の見直し及び胎内市都市計
画下水道の見直しを行う。

・胎内市公共下水道
事業計画の変更を
行う。

〇　概ね計
画どおり
に実施し
ている

 R4 公共①127.30 
② 36.47 

農排①132.44 
② 43.14 

水道①123.29 
② 0.02 

簡水①117.14 
②  3.83 

工水①125.42 
②  0.89

 R5 公共①131.92 
② 37.74 

農排①138.80 
② 44.80 

水道①125.20 
②  0.01 

簡水①111.13 
②  5.93 

工水①115.13 
②  0.67

 R6 公共①116.89 
　　② 37.61 
農排①110.61 
　　② 49.24 
水道① 96.34 
　　②  0.05 
簡水①103.28 
　　②　9.32 
工水① 98.61 
　　②  0.42 
（ 予 算 資 料 に よ る 試 算 ）

 　 第三セクター（新
潟製粉(株)・新潟
フルーツパーク
(株)・胎内高原ハ
ウス(株)・(株)胎
内リゾート）の経
常利益（千円）

目標 ― ・地域産業振興事業特別
会計について、経営戦
略に基づき米粉処理加
工施設を新潟製粉株式
会社との委託業務を終
了し施設の無償貸付契
約を行った。 

・新潟フルーツパーク㈱
について、ワイン原料
の安定供給に向け、ブ
ドウの木の植栽を行っ
た。 

・胎内高原ハウス㈱につ
いて、施設の改修計画
を立て一部修繕を行っ
た。 

・㈱胎内リゾートの取締
役会等を通じ、運営の
健全化に向けた課題を
共有した。

・新潟製粉㈱：令和４年
度で委託業務を終了し
た。[農林水産課] 

・新潟フルーツパーク
㈱：加工用ブドウの増
産に向けて、計画的な
植栽を行い、地域おこ
し協力隊を招致した。
収穫量については、天
候に恵まれ、前年の倍
以上となる 18 トンを
超えた。[農林水産課] 

・胎内高原ハウス㈱：月
１回の定期的なミーテ
ィングを行うことによ
り、販路確保に向けた
取組状況、販売数・売上
の確認を共有する体制
を構築した。[農林水産
課] 

・㈱胎内リゾートから中
長期的なビジョンが示
された。それに基づき
経営の改善を図った。
[商工観光課]

・新潟製粉㈱：令和７年７月１
日の無償譲渡（土地・建物）
に向け国県への手続及び新潟
製粉㈱との協議を進めてい
る。[農林水産課] 

・新潟フルーツパーク㈱：ブド
ウの生育状況を確認し、適期
に収穫できるように定期的な
ミーティングを行った。 

・加工用ブドウの増産に向け、
植栽を 1,500 本行う。[農林水
産課] 

・胎内高原ハウス㈱：販路確保
に向けた取組状況、販売数・
売上の確認を共有するため、
月１回の定期的なミーティン
グを実施。[農林水産課] 

・㈱胎内リゾートの取締役会を
通じ、課題の共有及び経営の
改善を図った。１月中旬から
３月上旬までの閑散期間に休
館日を設け、人件費・電気料
等の経費の節減を図り、経営
改善に取り組む。[商工観光
課]

・新潟製粉㈱：令和７
年７月１日の無償
譲渡に向け手続を
進める。[農林水産
課] 

・新潟フルーツパー
ク㈱：加工用ブドウ
の増産に向け、計画
的な植栽を行う。
[農林水産課] 

・胎内高原ハウス
㈱：販路確保に向け
た取組状況、販売
数・売上の確認を共
有するため、月１回
の定期的なミーテ
ィングを実施。[農
林水産課] 

・㈱胎内リゾートの
取締役会を通じ、売
上増に向けた取組
を検討する。[商工
観光課]

 R4 新潟製粉 
70,733 千円 

新潟フル 
11,937 千円 

胎内高原 
△66,839 千円 

胎内リゾ 
7,397 千円

 R5 新潟製粉 
65,545 千円 

新潟フル 
14,462 千円 

胎内高原 
△45,465 千円 

胎内リゾ 
1,416 千円

 R6 新潟製粉 
24,662 千円 
（９月末時点） 
新潟フル　― 
胎内高原　― 
胎内リゾ　―
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3 『総合計画の全ての施策を着実に実施する組織体制の構築』のための改革 

 
区分 実施項目 実施内容 担当課 指標 令和４年度の取組内容・成果 令和５年度の取組内容・成果

令和６年度の取組内容・
成果（見込み含む）

今後の取組予定 評価

 (1)総合計画
の方向性に
沿った組織
づくり

21 重要課題の解
決に向けたプ
ロジェクトチ
ームの構築

若手職員や女性職
員も積極的に起用し
ながら組織横断的な
プロジェクトチーム
を編成して、重要な市
政課題に対応します。

◎総合政策課 
・総務課

プロジェクト
チーム数（当
該年度に開催
した 
もの）

目標 － ・プロジェクトチームを４チ
ーム設置し、各課題について
検討を行った。全体として46
名中 15 名の女性が検討チー
ム参加した。（人事評価制度、
地方公務員の定年引上げに
関する検討、生涯学習施設整
備構想、内部情報システム導
入）

・プロジェクトチームを４チ

ーム設置し、各課題につい

て検討を行った。全体とし

て 39 名中 14 名の女性が検

討チーム参加した。（地域コ

ミュニティ検討、生涯学習

施設整備構想、人事評価検

討、地方公務員の定年引上

げに関する検討）

・プロジェクトチームを６
チーム設置（設置予定含
む）し、各課題について
検討を実施。既に開催し
たものとして 34 名中９
名の女性が検討チーム
に参加した。（本町通り
商店街活性化、胎内市生
涯学習施設検討）

・各プロジェクト
チームは継続的
に検討を実施予
定。

〇　概ね計画どお
りに実施してい
る  R4 4 チーム

 R5 4 チーム

 R6 6 チーム 
(見込み）

 22 職員数の管理
と適正な人員
配置

業務量と職員数等
のバランスを考慮し
て、適正な人員配置を
行います。また、有為
な人材の確保に向け、
手法を工夫しながら
採用を行います。

総務課 職員数 目標 － ・豪雨災害対応に対応するた
め、兼務を発令し職員体制を
整えた。 

・新型コロナワクチン集団接
種の終了に伴いコロナワク
チン接種推進係を廃止し庶
務係と統合した。 

・新型コロナウイルス及び豪
雨災害対応に関する兼務発
令は令和４年度中に解除し
た。 

・職員数の実績　342 名

・定年引上げ制度の導入に係
り、プロジェクトチームに
おいて 60 歳超の職員の処
遇の審議を行い、人員配置
基準を整理した。 

・「高齢者の保険事業と介護
予防の一体的実施」の本格
実施と「地域包括センター
みらい」の外部委託を勘案
し、必要人員を整理し、令
和６年４月に健康長寿推進
係を設置した。 

・職員数の実績は 340 名

・業務量調査を実施し、業
務量と職員数等のバラ
ンスを勘案した中で人
員の配置を行った。 

・令和６年４月に第２次胎
内市定員管理計画を策
定した。

・行政評価とリン
クした業務量
等の調査や新
たな定員管理
計画に基づき、
適正な人員配
置、人材確保、
職員数の管理
に努める。

〇　概ね計画どお
りに実施してい
る  R4 342 名

 R5 340 名

 R6 338 名 
（見込み）

 23 働きやすい職
場づくり

職員が能力を十分
に発揮できるように
メンタルヘルス研修
等を実施します。

総務課 ストレスチェ
ックの総合健
康 リ ス ク 値
（ 全 国 平 均　
100）

目標 － ・ストレスチェック集団分析
を実施し、ストレスが心身の
健康にどれくらい影響がで
ているかを総合的に評価し
た数値である健康リスクが
88であった。全国平均 100 よ
り 12ポイント低かった。 

・メンタルヘルス研修会を２
回開催し、120 名の職員が参
加した。 

・ストレスチェックの結果が
高ストレス者となった職員
については、産業カウンセラ
ーによる面談を実績した。
(３回９名)  

・新たな生活環境への不安や
ストレス等による離職を防
ぐため、新採用職員を対象に
面談及びケアを実施した。 

・衛生委員会を毎月開催し職
場環境を原因とした事故や
けがが発生しないようにし
た。

・令和５年度のストレスチェ
ックの集団分析では「総合
健康リスク（全国平均 100）
胎内市は 85」で、令和４年
度の 88 よりリスク状態が
低く良い結果となった。 

・メンタルヘルス研修会とし
ては、管理監督者向けの「ハ
ラスメント防止研修会」を
実施し、グループワークを
通じて、他者との情報共有
や部下への対応について学
んだ。 

・令和４年度に発生した新潟
県北部豪雨被害や高病原性
鳥インフルエンザの発生に
よる時間外勤務の急増や従
事に伴うストレスが大きか
ったことから、災害に関連
した「心の健康セミナー」
を開催した。 

・衛生委員会では、職員の健
康管理や職場巡視などによ
り、公務災の防止について
審議し、働きやすい職場環
境の向上に努めた。

・令和６年度のストレスチ
ェックの集団分析では
「総合健康リスク（全国
平均 100）胎内市は 85」
で、令和５年度と同じ結
果であった。 

・メンタルヘルス研修会と
しては、主任以上係長未
満の職員を対象に「ハラ
スメント防止研修会」を
実施し、アンガーマネジ
メントや事例検討など
グループワークを通じ
て、他者とのコミュニケ
ーションの重要性につ
いて改めて学んだ。 

・年次有給休暇の取得促進
については、令和４年度
の１人当たりの平均取
得日数が9.2日であった
のに対し令和５年度で
は 12.1 日と増えた。し
かし個別的には５日に
満たない職員もおり、実
際は偏りがあるため今
後の課題である。 

・時間外勤務状況について
は、令和５年度から出退
勤の打刻が導入された
ことにより、在庁時間が
明確に把握できるよう
になった。健康管理上、

下記の実施によ
り現状を把握し、
働きやすい職場
の環境改善に努
める。 
・ストレスチェッ
ク集団分析の
結果に基づく
職場環境改善
の取組を実施
していく。 

・メンタルヘルス
研修会を年１
回以上実施す
る。 

・年次有給休暇等
の取得促進計
画 

・打刻の実績を含
めた時間外勤
務状況の把握
と長時間勤務
に対する医師
の面接指導の
勧奨、時間外勤
務の削減の取
組を実施。 

・衛生委員会で職
員の労働安全
衛生について
審議していく。

〇　概ね計画どお
りに実施してい
る  R4 総合健康 

リスク値

88

 R5 総合健康 

リスク値

85

 R6 総合健康 

リスク値

85
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区分 実施項目 実施内容 担当課 指標 令和４年度の取組内容・成果 令和５年度の取組内容・成果
令和６年度の取組内容・
成果（見込み含む）

今後の取組予定 評価

 過重労働にならないよ
う管理者と連携し時間
外勤務の削減について
今後検討していく必要
がある。 

・衛生委員会では、職員の
健康管理、職場巡視、公
務災害の防止について
審議し、働きやすい職場
環境の向上に努めてい
る。 

・管理監督者に対する部下
の育成能力向上に資す
る研修会を実施した。 

・管理職のメンタルヘルス
に対する理解を深める
ため研修会を実施した
ほか、療養者の復帰支
援、メンタル不調者の発
生抑制に努めている。

 24 行政評価の深
化

行政評価を通じて
改善を具現化する手
法を検討し、改善の実
効性を担保します。

◎総合政策課 
・財政課

－ 目標 － ・令和４年度の行政評価は、総
合計画に掲げる 29 の施策と
263 の事務事業について、担
当課の１次評価、庁内評価委
員会による２次評価を実施
するとともに、一部施策につ
いては市民委員による外部
評価を実施した。 

・評価結果、２次評価所見、外
部評価意見等については、担
当課にフィードバックし、成
果の向上や実施手法の改善
を図るよう求めた。 

・行政評価は、毎年度、継続的
に実施することで、計画、実
施、点検、改善のＰＤＣＡサ
イクルを回している。

・令和５年度の行政評価は、
総合計画に掲げる 29 の施
策と 262 の事務事業につい
て、担当課の１次評価を行
い、庁内評価委員会による
２次評価を29の施策と190
の事務事業で実施するとと
もに、一部施策については
市民委員による外部評価を
実施した。 

・評価結果、２次評価所見、
外部評価意見等について
は、担当課にフィードバッ
クし、成果の向上や実施手
法の改善を図るよう求め
た。 

・行政評価は、毎年度、継続
的に実施することで、計画、
実施、点検、改善のＰＤＣ
Ａサイクルを回している。

・令和６年度の行政評価
は、総合計画に掲げる 29
の施策と260の事務事業
について、担当課の１次
評価を行い、庁内評価委
員会による２次評価を
29 の施策と 147 の事務
事業で実施するととも
に、一部施策については
市民委員による外部評
価を実施した。 

・評価結果、２次評価所見、
外部評価意見等につい
ては、担当課にフィード
バックし、成果の向上や
実施手法の改善を図る
よう求めた。 

・行政評価は、毎年度、継
続的に実施することで、
計画、実施、点検、改善
のＰＤＣＡサイクルを
回している。

・継続的に行政評
価を実施する
ことで、ＰＤＣ
Ａサイクルの
定着を図る。 

・評価のための評
価にならない
ことを念頭に
置きつつ、他市
の事例も研究
しながら、簡素
化できる部分
は簡素化し、重
要なところは
よりきめ細か
くし、より実効
性の確保が図
られるよう検
討する。 

〇　概ね計画どお
りに実施してい
る  R4 －

 R5 －

 R6 －

 (2)職員の資
質向上に向
けた取組

25 職員研修の実
施

職務の遂行に必要
な知識・技能等の習得
や行政サービスの向
上を図るための研修
を実施します。

総務課 研修の受講者
数（年間）

目標 － ・階層別研修（新潟県市町村総
合事務組合実施）に新採用11
名、一般職員１部５名、一般
職員２部５名、主任４名、係
長３名、課長２名　合計 30
名参加し各職務に応じた役
割等について研修を受けた。 

・税務事務基礎研修ほか 14 テ
ーマ専門研修（新潟県市町村
総合事務組合実施）に 19 名
参加し各業務に応じた専門
知識の向上のため研修を受
けた。 

・新発田市との定住自立圏共
同研修に 42名参加した。（ハ
ラスメント防止研修ほか４

・階層別研修（新潟県市町村
総合事務組合実施）に新採
用 14 名、一般職員１部４
名、一般職員２部５名、主
任５名、係長 10 名、課長７
名　合計 45 名参加し各職
務に応じた役割等について
研修を受けた。 

・税務事務基礎研修ほか16テ
ーマ専門研修（新潟県市町
村総合事務組合実施）に 22
名参加し、各業務に応じた
専門知識の向上のため研修
を受けた。 

・新発田市・聖籠町との定住
自立圏共同研修に 31 名参

・階層別研修（新潟県市町
村総合事務組合実施）に
新採用９名、技能労務職
２名、一般職員１部３
名、一般職員２部３名、
主任 10名、係長６名、課
長２名　合計 35 名参加
し、各職務に応じた役割
等について研修を受け
た。 

・税務事務基礎研修ほか
16テーマ専門研修（新潟
県市町村総合事務組合
実施）に 26名参加し、各
業務に応じた専門知識
の向上のため研修を受

・新潟県市町村総
合事務組合が
実施する階層
別、専門研修
に、より多くの
職員を受講さ
せスキルアッ
プを図る。 

・定住自立圏共同
研修について
は、積極的に参
加してもらえ
るよう引き続
き周知をする。 

・職員の職位又は
職種に合わせ

〇　概ね計画どお
りに実施している 

 R4 91 名

 R5 98 名

 R6 76 名 
(見込み）
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区分 実施項目 実施内容 担当課 指標 令和４年度の取組内容・成果 令和５年度の取組内容・成果
令和６年度の取組内容・
成果（見込み含む）

今後の取組予定 評価

 テーマ 32名、新採用研修 10
名） 

・研修全体で、のべ 240 名が参
加し職員の能力向上等を図
った。

加した。（ハラスメント防止
研修ほか４テーマ 23名、新
採用研修８名） 

・研修全体で、のべ 582 名（重
複あり）が参加し職員の能
力向上等を図った。

けた。 
・新発田市・聖籠町との定
住自立圏共同研修に３
名参加した。（ハラスメ
ント防止研修ほか２テ
ーマ） 

・研修全体で、のべ 376 名
（重複あり）が参加し、
職員の能力向上等を図
った。 

・新発田市・聖籠町との定
住自立圏共同研修に 10
～15 名程度参加を予定
している。 

・令和６年度内に主任級を
対象とした研修や係長
級を対象としたスキル
アップ研修を予定して
いるため、のべ 570 名程
度（重複あり）が参加を
予定する。

た研修プログ
ラムを検討、実
施する。 

 26 職員による改
善提案の活性
化

職員からの改善提
案が積極的になされ
るしくみを検討・実施
します。

◎総務課 
・総合政策課

改善提案数 
（年間）

目標 － ・職員の提案に関する規程に
基づく提案が２件ありうち
１件、新採用職員の不安解
消、市民や先輩職員など周囲
からの配慮又はサポートを
促すことを目的に新採用職
員の名札に「試用期間バッ
チ」を着用する提案を採用し
た。

・職員の提案に関する規程に
基づく提案は特になかった
ため、改善提案が積極的に
なされるよう検討を重ね
た。なお、令和４年度に採
用をした新採用職員の「試
用期間バッチ」の着用を今
後も継続していくこととし
た。

・職員の提案に関する規程
に基づく提案が１件あ
り、資源化促進を目的と
した指定ごみ袋の表記
名変更を提案題名とし
て、庁議で話合いを行っ
た。 

・ＤＸの考え方を取り入れ
た理想の働き方や新し
い行政サービスを実現
するためのワークショ
ップを実施し職員の提
案力の向上に努めた。
[総務課]

・改善実績の報告
や改善提案が
積極的になさ
れる募集の仕
組みを引き続
き検討、実施す
る。

〇　概ね計画どお
りに実施してい
る  R4 2 件

 R5 0 件

 R6 1 件 
（９月末

時点）

 27 協働志向型職
員の育成

市民協働によるま
ちづくりを推進する
ため、研修や地域貢献
活動への参加促進等
により職員の協働意
識を醸成するととも
に、協働で事業に取り
組むことができる人
材を育成します。

◎総務課 
・総合政策課 

研修等の参加
者数（年間）

目標 － ・職員に地域活動、ボランティ
ア活動への参加に対する意
識啓発や活動の開催情報を
周知するなど参加するきっ
かけづくりを行い、市民協働
に対する意識の醸成を図っ
た。（参加件数：６件　のべ参
加人数：171 名） 

・新採用職員に対し協働につ
いての研修を実施した。 

・事務事業シート内に協同事
業の状況を記入する欄を作
成し、事業内での実施状況や
協同可能な業務の確認・検討
を行った。

・職員に地域活動、ボランテ
ィア活動への参加に対する
意識啓発や活動の開催情報
を周知するなど参加するき
っかけづくりを行い、市民
協働に対する意識の醸成を
図った。 

（参加件数：８件　のべ参加
人数：138 名） 

・採用１～２年目の職員に対
し協働についての研修を実
施した。 

（参加人数：３名）

・職員に地域活動、ボラン
ティア活動への参加に
対する意識啓発や活動
の開催情報を周知する
など参加するきっかけ
づくりを行い、市民協働
に対する意識の醸成を
図った。 

（参加件数：10件　のべ参
加人数：142 名） 

（参加見込み件数：11～12
件　のべ参加見込み人
数：150 名程度）

・職員向け研修を
引き続き実施
する。 

・職員の地域活
動、ボランティ
ア活動への参
加を促進する。 

〇　概ね計画どお
りに実施してい
る  R4 171 名

 R5 141 名

 R6 150 名 
(見込み）

 28 人事評価制度
の活用

職員の意欲向上や
人材育成が図られる
よう、人事評価制度を
有効活用します。

総務課 － 目標 － ・人事評価制度についてプロ
ジェクトチームを開催、制度
を実施しながら課題を整理
し、制度認識や透明性を高め
職員が納得感を得られる制
度構築について、引き続き検

・プロジェクトチームで制度
認識や透明性を高め職員が
納得感を得られる制度構築
について検討を行い、報告
書を提出した。

・制度運用の変更について
全職員対象に説明会を
行い、評価者への研修会
を行った。

・職員の意欲向上
や人材育成が
図られるよう、
引き続き現制
度で運用する。

〇　概ね計画どお
りに実施している 

 R4 －

 R5 －
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区分 実施項目 実施内容 担当課 指標 令和４年度の取組内容・成果 令和５年度の取組内容・成果
令和６年度の取組内容・
成果（見込み含む）

今後の取組予定 評価

 R6 － 討を重ねることとした。

 (3)自治体Ｄ
Ｘの推進に
よる業務の
効率化

29 自治体ＤＸの
推進

デジタル技術を活
用して業務の効率化
や手続のオンライン
化を進めます。

総合政策課 － 目標 － ・インターネット経由で、住民
票、戸籍、税の証明等の申請
が可能となる電子申請シス
テムの導入に向けた検討を
行った。 

・住民情報、税、年金、児童手
当など 20 業務で国の標準レ
イアウトに基づいた標準化
システム導入に向けた検討
を行った。 

・内部情報システム（電子決
裁、庶務事務、文書管理）を
10月から導入した。 

・電子決済システム導入に向
けた検討及び準備を行った。

・電子申請システムを導入
し、住民票・戸籍・税関係
の証明書をインターネット
から申請受付を開始したほ
か、各種イベント・講座の
参加申込みについても活用
を図った。 

・除雪管理システムを導入
し、地図上で除雪路線の状
況確認ができるサービスを
開始した。 

・業務効率化のため生成ＡＩ
を導入した。

・市民生活課において、「書
かない窓口」の運用を 10
月から開始し、福祉介護
課、こども支援課、税務
課についても 12 月から
実施予定。 

・デマンドタクシー「のれ
んす号」において、４月
からＡＩを利用したデ
マンドシステムを導入
した。 

・音声文字化システムの導
入を行った。 

・総務省と地方公共団体金
融機構の共同事業（地方
公共団体の経営・財務マ
ネジメント強化事業）を
利用し、職員向けのＤＸ
研修を実施した。 

・住民票、印鑑証明書のコ
ンビニ交付を令和７年
２月から導入予定。

・令和７年度基幹
系システムの
標準化運用を
開始予定。

〇　概ね計画どお
りに実施してい
る  R4 －

 R5 －

 R6 －

 30 個 人 情 報 保
護・情報セキ
ュリティ対策
の強化

積極的に情報発信
を行う一方で、情報セ
キュリティ点検・監査
を実施するなど、個人
情報保護と情報セキ
ュリティ対策の強化
を進めます。

◎総合政策課 
・総務課

情報セキュリ
ティ点検の実
施回数（年間）

目標 1回 ・情報セキュリティ研修（ｅラ
ーニングによる研修）を実施
し各職員の情報セキュリテ
ィに対する意識の向上を図
った。（R4.10～12） 

・情報セキュリティポリシー
ガイドラインを改定した。 

・情報セキュリティ点検・情報
セキュリティ監査を実施し
ガイドラインの運用の徹底
を確認した。 

・新たに「胎内市個人情報の保
護に関する法律施行条例」が
制定したことに合わせ、全職
員を対象に研修を行った。

・情報セキュリティ研修（ｅ
ラーニングによる研修）を
実施し職員の情報セキュリ
ティに対する意識の向上を
図った。

・情報セキュリティ研修
（ｅラーニングによる
研修）を実施し、職員の
情報セキュリティに対
する意識の向上を図っ
た。

・情報セキュリテ
ィ研修（ｅラー
ニングによる
研修）を実施
し、職員の情報
セキュリティ
に対する意識
の向上を図っ
た。 

・情報セキュリテ
ィ点検・情報セ
キュリティ監
査を実施し、情
報セキュリテ
ィポリシーガ
イドラインの
運用の徹底を
図る。

△　計画に達して
いない

 R4 1 回

 R5 0 回

 R6 1 回 
(見込み） 


